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研究成果の概要（和文）：管理会計に関する理論や手法等を迅速に実証し、企業人・実務家と研究者が一体とな
ってレベルアップできるプラットフォームが必要である。そこで、本研究では、各種メゾスコピック・モデルを
構築した上で、それらを実装したシミュレーション・モジュールを検討し、実務でも適用可能な管理会計ソリュ
ーションとして、インターネットを通じて広く開示することを実現した。
　具体的には、中小製造企業向け製品原価計算モデル（標準原価と見積原価、実際原価の比較が可能）、工場内
工程・搬送シミュレータ（マテリアルフロータイムコストモデルを内包）、BPMツール（業務プロセスの事前検
討および実際を計測し、結果分析も可能）等を開発した。

研究成果の概要（英文）：The platform which can demonstrate a theory or method about management 
accounting quickly is necessary. Researcher, businessman and practitioner can discuss a lot at the 
platform. 
In this study, several simulation modules which implemented mesoscopic models have been considered 
and disclosed through the Internet as applicable management accounting solution widely. 
Specifically, (1) single output costing model for small and medium size manufacture companies 
(estimated cost, standard cost and actual cost can be compared) , (2) transportation simulator in 
the plant (material flow time cost model is included) , (3)BPM tool ( business processes can be 
simulated, measured and analyzed) have been developed.

研究分野：管理会計

キーワード： 原価管理　コストマネジメント　メゾスコピック・モデル　シミュレーション　フィードフォワード・
コントロール　ソリューション　BPM　管理会計
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１．研究開始当初の背景 
日本では、1949 年に企業会計原則が制定
され、その一環をなす原価計算基準は 1962
年に公表された。以来、伝統的原価計算制度
が脈々と継承・発展され、制度に基づく原価
計算に関する理論、手法については優れた研
究論文、研究書が発表されてきた。また、原
価計算や原価管理のテキスト、参考書も数多
く出版され、我が国の原価管理レベルを維持
する源泉となっている。 
一方、企業経営をとりまく環境は目まぐる
しく変化し、企業内部の経営意思決定のため
に必要に応じて随時実施される「特殊原価調
査」はますます重要度を増し、経営の基本計
画策定、販売価格決定、予算編成・予算統制、
原価管理、コスト・マネジメントにおける原
価情報は網羅性・精度・分解性・リアルタイ
ム性が要求されている。 
これに対して、従来の理論・手法をさらに
ブラッシュアップ・改良する取り組み、そし
て、新しい理論、手法の研究、提案、普及が
行われている。しかし、これらは論文や研究
書または簡単な数値例をもとにした解説で
提示されるにとどまることが多く、実務への
適用がなかなか進まない。企業人・実務家と
研究者の距離も離れたままであると指摘さ
れている。原価管理分野においても、一部の
研究者は実証研究に挑戦しているが、労多く
して普遍的に有効であると証されるまでの
成果が得にくく、取り組み例は少ない。 
原価管理理論や手法の実証的研究には、経
験的研究と実証研究の組み合わせ、すなわち、
演繹的に仮説を立て、帰納的に実証したり、
帰納的に導かれた結論をつかって演繹的に
展開するというような演繹的・帰納的両方の
相補的アプローチが必要である。つまり、原
価管理に関する新しい理論や手法等の研究
成果をより迅速に網羅的な実証的研究のス
テージにのせ、企業人・実務家と研究者が一
体となってレベルアップしていくことがで
きるようなプラットフォームが必要である。 
 
２．研究の目的 
原価管理に関する理論や手法等を迅速に
網羅的に実証し、企業人・実務家と研究者が
一体となってレベルアップできるプラット
フォームを構築する。すなわち、従来のよう
な原価管理理論や手法の概説、簡単な数値例
の紹介にとどまらず、また、理論や手法を提
案した研究者自らが企業に入り直接的に実
証研究を行うような労の多い方法ではなく、
理論・手法→メゾスコピック・モデル(中間モ
デル：mesoscopic model)→シミュレーショ
ン・モジュール→原価管理ソリューション・
ライブラリーとして公開→企業、実務家によ
る試行・実施→評価・コメントを収集・分析
→理論・手法の修正・再構築という方法を確
立し、その方法論を展開できるプラットフォ
ームを開発する。 

 

３．研究の方法 
物理学等の自然科学分野では、ミクロスコ
ピック（微視的）とマクロスコピック（巨視
的）の中間という意味でメゾスコピックと呼
ばれる中間モデルを構築する研究手法が、ま
た、情報処理分野では、オープンソースによ
って自らの研究成果を広く開示し評価を得
る研究手法が用いられ、早期実用化や応用研
究の発展が加速されている。 
従来、社会科学分野では文献研究、理論研
究、手法開発研究、ケース研究、実証的研究
（経験的研究、実証研究）などが進められて
きた。いわば、抽象化された理論構築や業界
全体の動向を把握して仮説を検証すること
（マクロコピック）に重きがおかれ、特定の
企業や特定のプロジェクトを対象としたケ
ース研究（ミクロスコピック）によってその
仮説検証を補う努力が続けられてきたと考
えることができる。 
本研究では、原価管理分野で、各種メゾス
コピック・モデルを構築した上で、それらを
実装したシミュレーション・モジュールを開
発して、実務でも適用可能な原価管理ソリュ
ーションとして、インターネットを通じて広
く開示するという研究手法をとる。 
インターネットを通じて企業人・実務家と
研究者が参加できるプラットフォームが構
築されれば、原価管理メゾスコピック・モデ
ルをレベルアップすることが画期的に容易
になり、かつ加速される。また、原価管理に
関する既存理論・手法を実務に適用する際の
修正点、改善点などが広範囲に明らかになり、
情報共有されるとともに、新理論・手法が創
出できる可能性が大きくなるものと予想さ
れる。 
具体的には、伝統的原価管理理論・手法、
さらに原価管理新理論・手法および隣接領域
について下記の手法を適用した。 
(1)理論・手法→メゾスコピック・モデルの
構築 
(2)原価管理シミュレーション・モジュール
の開発 
(3)アクション研究→原価管理メゾスコピッ
ク・モデルの修正・再構築 
 
４．研究成果 
(1) 融合コスト・マネジメント 
これから必要とされるコスト・マネジメン
トのフレームワークの一つとして「融合コス
ト・マネジメント」を提唱、「マーケティン
グ戦略と融合したコスト・マネジメント」，
「危機管理・リスクマネジメントと融合した
コスト・マネジメント」，「BPM（プロセス・
マネジメント）とコスト・マネジメントの融
合」，「ダイバーシティ・マネジメントとコス
ト・マネジメントの融合」の各フレームワー
クについて検討・整理した（図表１）。  
例えば、マーケティング戦略と融合したコ
スト・マネジメント。価格破壊の時代に価格
を半額にする等の巧妙な価格戦略により業 



図表１ 融合コスト・マネジメントの概念図 

 
績を拡大した企業が、その後深刻な業績不振
に陥る。これに対して、中高価格帯でのヒッ
ト商品開発により客単価を引き上げるとと
もに地域別価格を適用し、増収増益を続けて
いる企業も存在する。消費者の「価格フォー
カス層」だけでなく「バリューフォーカス層」
を狙った戦略である。また、値崩れしない「品
質フォーカス層」向け商品に絞るという戦略
もある。マーケティング戦略立案時にプロダ
クト・ミックスのコスト企画が重要になる。 
また、危機管理、リスクマネジメントと融
合したコスト・マネジメント。東日本大震災
やタイの洪水という大きな自然災害が起こ
り、企業経営の抜本的見直しの中で BCP（事
業継続計画）の構築が急がれた。従来型コス
ト・マネジメントは、SCM において調達先や
物流センターの集中化を誘導した。非常時で
も SCM や IT が寸断されずに供給責任が果た
せ、しかも普段の競争力も確保できる分散型
モデル構築には、危機管理と品質コスト（予
防、評価、失敗コスト）概念を融合すること
が重要である。 
さらに、「見える化」と PDCA スパイラルア
ップを可能にする BPM（プロセス・マネジメ
ント）とコスト・マネジメントの融合。円高、
欧州金融不安という外部要因のみならず、一
部経営陣による財務不正やコンプライアン
ス違反は、必死でコスト改善やブランド形成
に取り組む真摯な従業員努力を一蹴してし
まう。外部情報やコスト、予算、プロセス情
報は共に可視化され、知恵と工夫により正当
に改善された事実を現場および経理・財務部
門、経営陣で常に共有するべきである。また、
ビッグデータのデータマイニングやシミュ
レーションによるアブダクション等は新た
な気づきを生む。 
そして、ダイバーシティ・マネジメントと
コスト・マネジメントの融合。競争優位性を
求めて労務費カットを繰り返していく中、格
差問題や職業観の変化、仕事のストレス（心
の病などの問題）が起こっている。また、地
球環境問題への対応は地球人としての使命
である。仕事観、文化や価値観の多様性を大
切にするコスト・マネジメントも大切である。 
グローバル、不確実性の時代である。どこ

にコストをかけ、何を生み出し、市場にどの
ような価値を届け、社会に貢献するのか。 
製品開発・設計や品質工学との融合も含め、
品質、リスク、人、文化、地球を考慮した戦
略的な「融合コスト・マネジメント」が必要
である。 
 
(2) 戦略管理会計技法 
①先行研究からの整理、②企業アンケート
調査の分析、③企業訪問・ヒアリングによる
実態調査から戦略管理会計技法について考
察した。 
その結果、MCS（マネジメントコントロー
ルシステム）は，戦略の実行を確実に進める
ことのみならず、既存戦略の精織化をはかる
ことと，既存戦略を新しい戦略に置き換える
ことへの貢献も期待される。具体的には、事
業戦略に合わせて、種々の管理会計ツールの
組み合せが有用である。とくに、プロセス評
価に注目し、「誘導された戦略行動」の構造
的コンテクストおよび「自律的戦略行動」を
誘発する戦略的コンテクストにおける技法
として、フィードフォワード・コントロール
技法とインタラクティブ・コントロール技法
がますます重要になることがわかった。 
 
(3) 原価管理に関するメゾスコピック・モデ
ル 
①製品原価計算のメゾスコピック・モデル 
 製造業における製品原価計算はマネジメ
ント・コントロールを進める上で重要である
が、中堅・中小企業では手間がかかりすぎる
という点から必ずしも実施されていない。そ
こで、Microsoft Excel で実装可能な次のよ
うな中間モデルを開発した（長坂悦敬、2015)。
(ⅰ)各期の完成品数量と消費した材料費、労
務費、製造間接費については別途把握されて
いて、それらのデータを利用して製品への直
課ならびに配賦を行い製品原価が計算でき
るもの、(ⅱ)標準原価と見積原価、実際原価
の比較ができるもの。 
費目別原価計算および製造間接費の部門
別計算の後、工程別総合原価計算（非累加法）
では、各工程で材料費、加工費に分けて、完
成品単位原価（＝完成品総合原価÷完成品数
量）を計算し、最終的に製造間接費を配賦し
て、それらの合計から完成品の単位原価が求
められる。単一製品のみを製造している場合
はこのような単純計算が可能であるが、実際
には、複数の製品を製造し、また、ある工程
では同じ材料から異なる製品を製造する場
合や（製品によって重量が異なり、加工時間
も異なる）、さらには、製品によって工程が
異なる場合（ある製品はプレス加工を行うが、
ある製品は研磨加工を行うなど）がある。 
材料消費高を求めるときには、材料単価
（円/kg）×消費量（kg）、直接労務費を計算
するときは、直接工賃率（円/h）×作業時間
（h）、製造間接費を求めるときは、配賦率×
配賦基準数値というように、基準となる単価

マーケティング戦略
危機管理
リスクマネジメント

BPM
（プロセス・マネジメント）

ダイバ－シティ・マネジメント

品質工学

コスト・マネジメント

製品開発・設計



が元になって各原価が計算され、製品に直課
される。 
また、製品 1個あたりの加工費＝チャージ
レート（1 分あたりの加工費単価）×製品 1
個を加工するのに必要な工数（分）というよ
うに、チャージレートを求めて、加工費を計
算することもある。チャージレートは、労務
費と経費をその月の総工数で割れば求めら
れるが、より詳細には、工場別、工程別、ラ
イン別のチャージレート＝ 工場別、工程別、
ライン別の原価÷ 該当する工場、工程、ラ
インでの当月の総稼働時間（分）で設定する。
チャージレートには複数の費目が含まれて
いるが、加工費は稼働時間に比例するという
仮定のもとで、その比例定数を求めるもので
ある。 
製造間接費は、製造部門別に計算された後、
製品に配賦される。このとき、配賦基準を設
定し、配賦額＝配賦率×配賦基準数値で製品
に配賦すべき原価を計算する。 
活動基準原価計算（ABC）では、まず、活
動ごとに製造間接費をコスト・プールに集計
して活動コストを確定する。その後、コスト
ドライバー・レートを設定し、コストドライ
バー・レート×ドライバー消費量によって、
活動コストを製品に割り振る。トヨタ自動車
（株）などでは、部品１個当たりの原価＝原
単位（部品１個当たりの生産に必要な原材料
等の使用量）×単価（原材料等の重量当たり、
または、体積当たり、または、時間当たりの
費用）で求めている。各方法とも、何らかの
基準となる単価とその消費量の掛け算によ
って、製品に割り振る原価を計算している。
何らかの基準となる単価、つまり、材料単価
（円/kg）、直接工賃率（円/h）、チャージレ
ート、配賦率、コストドライバー・レートな
どをまとめて、ここでは「基準単価」と呼ぶ
ことにする。 
  製品原価＝Σ（基準単価 i×消費量ｉ） 
 具体的には、区分（プロセス、工程、活動、
項目、部門等）ごとに総原価を集計した後、 
区分ごとの基準単価（＝区分ごとの総原価÷
区分ごとの基準数値総数）、区分ごとの単位
原価（＝区分ごとの基準単価×区分ごとの製
品１単位を生産するための消費量）、製品１
単位の原価（製品単位原価）（＝区分ごとの
単位原価の総和）という手順によって製品原
価を計算する（図表２）。 
  
図表２ 基準単価表からの製品原価計算 

また、製造間接費を各プロセスに配賦して、
製造間接費を含む中間製品原価を計算する

ことができるようにしている。 
この製品原価計算中間モデルを Microsoft 
Excel に実装し、公開した 。 
 
②工場内工程・搬送シミュレータ 
工場内全体の工程、搬送をとらえ、モノの
流れ、人の動きを視覚的に確認することがで
きれば、ボトルネックの発見、在庫圧縮など
の改善に向けた対策をとることが容易にな
る。この目的で開発されたシミュレーション
に、GD.findi（レクサー・リサーチ㈱）があ
る。工場内のプロセス・シミュレーションか
ら、最適なレイアウト、生産の実施順、設備
の性能、在庫スペース、搬送ルートおよび搬
送手段、作業者編成を視覚的に確認すること
ができ、原価改善につなげることが可能であ
る。図表３に GD.findi の画面例を示す。左
側に工場レイアウト、右側にプロセスとプロ
パティが表示されている。 
 
図表３ 工程・搬送シミュレータ画面例 

図表４ 工程費計算例 

工程や物流設備を計画するときの基本は
フロアプランである。敷地条件、製造設備、
搬送装置、トラックバース、それらの組み合
わせによって、何通りもの組み合わせが考え
られる。つまり M個のフロアプランを扱う必
要がある。一方で、製造の基本情報は、物作
りの順序や部品の必要性を表すプロセスデ
ザイン情報になる。これは、マーケットニー
ズに応じて多様な製品を生産するために、何
通りものよく似たプロセスが存在する。つま
り、N 個のプロセスデザインを扱う必要があ
る。最も高い生産性や信頼性を発揮する生産
システムは、これら M×N 個の組み合わせ条
件を効率的に検証して初めて得られる。 
本研究では、図表４に示すように、
GD.findi によるシミュレーションにより、設
備・作業者の稼働率やマテリアルフローを分
析した結果から原価を算出することが出来
る Microsoft Excel 原価計算シートを作成し
た。具体的には、部品調達先、数量、工程計
画、作業者編成、生産計画を与えると、生産



性、不良率、在庫などの諸元を仮定したうえ
で生産コストを算出し、製造原価諸表を算出
することができる。GD.findi では、生産を想
定する生産工場での当該製品の生産リード
タイム、製造に利用する設備等の当該製品の
稼働時間割合、工程間在庫量の時間推移を予
測することができる。シミュレーション結果
から、各製品に関わる設備稼働率が分かるの
で、製造原価を算出でき、これを製造原価目
標として捉えることができる。 
 
③BPM に関するメゾスコピック・モデル 
BSC（バランスト・スコアカード）の戦略
マップは、戦略を実現するために各層でどの
ような業績をあげるべきかについて図解し
たものである。まず、現状のプロセスに注目
して、戦略マップを構築し、BSC での因果関
係分析を行う。そこでは、 KPI （ Key 
performance indicator）と呼ばれる重要業
績評価指標の設定と計測が重要になる。ここ
で、プロセスを明確に定義すること、的確な
KPI を設定すること、KPI を精度よく計測し
て因果関係を可視化すること、事実に基づい
た分析からプロセスの改善を進めることが
大切になる。 
KPI の計測・監視により目標値との差異を
分析しながらプロセス改善を促すフィード
バック・コントールとともに、環境変化に合
わせて財務目標値を変更する（アウトカムの
コントロール），KPI そのものを変更する，更
には戦略マップを修正・変更するというダブ
ルループ・コントロールが実現される。 
プロセスを定義し実施する前にフィード
フォワード・コントロールを行う場合は、プ
ロセス・シミュレーションでの仮説検証と
KPI の模擬計測を行う。例えば、需要予測を
もとにプロセスの流れをシミュレーション
で確認する。この時点で、問題を発見し、プ
ロセス改善、資源投入再配分等フィードフォ
ワード・コントロールを行うことができる。
フィードフォワード・コントロールは、実際
の取り組みの前に結果を予測し、その予測値
と基準値との差異を確認して投入予定量等
を修正するものである。フィードバックの限
界を克服するためにフィードフォワードが
必要とされる。 
図表５は、本研究で開発した BPM シミュレ
ーションの中間モデルを実装した画面例を
示す。モンテカルロシミュレーションで（乱
数による擬似的な）需要量を発生し、それに
対する各プロセスの負荷量を予測する。右端
にある横棒グラフ３つは各プロセスでの業
務滞留量を示している。「Simulation」ボタ
ンを押すと需要量が発生し、業務滞留量が表
示される。このようなシミュレーションで、
どんな需要量に対しても滞留なくプロセス
がスムーズに流れるかどうか確かめること
が可能になる。余裕があるプロセスはスタッ
フ数を減らし、滞留が多いプロセスに増員し、
平準化をはかる。プロセス滞留時間、プロセ

スごとの原価、ボトルネック等も予測できる。 
 
図表５ BPM シミュレーションの例 

さらに，BPM とコスト・マネジメントの融
合について，品質工学で発展している工程シ
ミュレーションを BPM で有効に活用し，生産
コストのフィードフォワード・コントロール
を実現するモデルについて研究した。すなわ
ち，フィードフォワード・コントロールとダ
ブルループが実現可能な，(1)プロセス・モ
デルの構築とプロセスの実装を行う，(2)シ
ミュレーションによるフィードフォワー
ド・コントロールを行う，(3)プロセス実行，
KPI の実測を行う，(4)KPI の分析を行う，(5)
改善アプローチを行うというBPMの手順を提
案した。この量産適用前のフィードフォワー
ド・コントロールは量産適用後のフィードバ
ックと合わせて効果を発揮する。管理会計の
技法と現場管理の品質工学技法が一体化さ
れることで，従来では事前にわからなかった
不具合を損失として定量的に推定できるこ
とがわかった。これにより，従来よりも迅速
かつ精緻なコスト改善・最適化が可能になる
ことが期待される。 
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